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令和 3 年度事業計画･収支予算

財団は、以下のとおり令和 3 年度事業計画及び予算を決定しました。

令和 3 年度事業計画

1 経常的な法人運営

① 学術情報の収集調査及び情報発信・普及啓発（公益目的事業１）

i 『学術の動向』の発行

総合学術情報誌『学術の動向』を発行し、日本学術会議関係者、財団

賛助会員、大学、図書館、研究機関等に配布する。

『学術の動向』に掲載されている論文等については、国立研究開発法

人科学技術振興機構（JST）のアーカイブ事業（J-STAGE）を通じて広く一

般に公開する。

ii 『学術会議叢書』等の発行

学術及び学術研究の成果を社会一般に普及するため、日本学術会議が

行った公開講演会や各種シンポジウム等の記録に加えて、当該学術テー

マに関する最新の科学者の論考を盛り込んだ『学術会議叢書』等を発行

する。

本年度の同叢書のテーマは『性差とは何か Part 2（仮題）』として、本

年度も、公益財団法人一ツ橋綜合財団の助成により刊行し、全国、約

1,500 か所の国公立図書館･大学付属図書館等に寄贈する。

② 学術連携推進事業

i 科学者連携事業

日本学術会議主催の講演会、シンポジウム等の事業に対する支援を行

う。

ii 学協会に関する実態調査及び調査結果の情報発信

「データベース『学会名鑑』」については、日本学術会議及び国立研

究開発法人科学技術振興機構（JST）と連携し運用を行っている。毎年、

日本学術会議が行う協力学術研究団体の実態調査を基に、データの整

備・公表を行っている。今後も、我が国学協会の実態を示す基本的デー

タベースとして、内容の充実、利用の拡大に努める。

〔 略 〕
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［2］財団財政の改革

① 寄付金収益拡大の取り組み

当財団事業の改革と新展開に対する理解・協力の裾野を広げ、これをふまえて、引き続き、寄付金収益の

拡大を目指す。

② 経常的な収益強化の取り組み

賛助会費収益をはじめとする経常的な収益の強化に力を入れて取り組む。

特に、日本学術会議と連携して、同会員・連携会員の賛助会員拡大に取り組む。

同時に、学協会に対しても、学協会支援事業を進めながら、賛助会員加入拡大の取り組みを進める。

以上の諸取り組みにより、賛助会費収益の強化を実現するとともに、『学術の動向』の読者層及び同誌購

読収益の拡大を図る。

2021 年度収支予算
（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：千円）

科   目 予算額 科   目 予算額
I    一般正味財産増減の部

1 経常増減の部 2 経常外増減の部
（1）事業活動収入 （1）経常外収益計 0

基本財産運用益 326 (2）経常外費用計 0
受取会費 29,150 当期経常外増減額 0
事業収益 10,274 一般正味財産期末残高 8,145
受取補助金等 1,500
受取寄付金 2,000 II    指定正味財産増減の部
雑収益 52 指定正味財産期末残高 142,347

経常収益計 43,302
（2）経常費用 III   正味財産期末残高 150,492

事業費 29,726
管理費 13,576

経常費用計 43,302
当期経常増減額 0

学術関係団体事務支援

事業

【日本農学アカデミー】

3 月 13 日（土）、オンラインに

て、シンポジウム「家族経営農家の

飽くなき挑戦と地域創生」が開催さ

れましたが、財団がその支援を行い

ました。

データベース学会名鑑
－令和 2 年度調査について

財団は、平成 23 年 7 月より、学協会の活動を発信するととも

に科学技術情報の効率的な流通を目的として、日本学術会議、

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）と連携してデータベ

ース学会名鑑の運用を行っております。掲載学会は、日本学術

会議協力学術研究団体を対象とし、毎年、日本学術会議が行う

実態調査を基にデータを更新しております。

本サイトは、学協会関係の各種施策の企画・立案等、社会の

多方面で活用されています。

現在、日本学術会議が令和 2 年度に「協力学術研究団体」を

対象に行いました実態調査の結果を掲載しております。

各学術団体の関係者の皆様におかれましては、本事業にご協

力くださいますよう、お願い申し上げます。

データベース学会名鑑 URL：https://gakkai.jst.go.jp/gakkai

③ 学協会運営支援

日本学術会議同友会、日本生命科学アカデミー、日本農学アカデミー等からの要請を受けて、運営事務の

支援を行う。

2 事業運営及び法人財政の改革

事業運営及び法人財政の改革として、令和 3 年度は、以下の諸課題に取り組む。

［1］事業運営の改革

① 「学術情報の収集調査及び情報発信・普及啓発」（公益目的事業 1）の改革

－科学及び学術に関する議論と社会発信の一層の強化

i 『学術の動向――科学と社会をつなぐ』の改革推進

同誌については、科学と社会を双方向につなぐ学術誌への改革を基本方針として誌面の刷新を続けてい

るが、令和 3 年度においても、同方針に基づき紙面改革を進める。

誌面改革に当たっては、下記ⅱ及びⅲのとおり、「科学と社会研究会」において第三カテゴリー研究の

「種」を発掘する調査研究を進めていること及び原田弘二基金事業として若手科学者による分野横断の交

流研究活動（シンポジウム、ワークショップ等）が展開されていることをふまえて、これら活動成果の社

会発信に力を入れることとする。

ii 「科学と社会研究会」による議論の推進

「科学と社会研究会」（以下、「研究会」）において、科学と社会、科学技術の研究及びその成果の社

会への適用に関する議論を引き続き行う。

特に、「第三カテゴリー研究｣（注）に関しては、第三カテゴリー研究の「種」を発掘する調査研究を引き

続き支援する。

（注）第三カテゴリー研究：既存の研究助成制度によっては支援されないが社会的に解決すべき研究

課題。

「研究会」による以上の議論の成果は、『学術の動向――科学と社会をつなぐ』に随時掲載し、同誌に

よる「科学と社会」に関する発信を強化する。

iii 異分野交流研究活動の着手と推進

劣悪な研究環境等若手科学者が置かれる閉塞状況からの脱却・転換に向けた取り組みとして、原田弘二

基金による若手科学者の分野横断交流研究活動（シンポジウム、ワークショップ等）を推進する。

「異分野交流研究活動」の成果は、『学術の動向――科学と社会をつなぐ』に随時掲載し、同誌による

「科学と社会」に関する発信を強化する。

② 学協会支援事業の充実・強化

i 連載企画「学協会の今――社会と向き合う」の充実

『学術の動向』の連載企画「学協会の今――社会と向き合う」により、引き続き、各学協会の社会に向

けた活動状況、今後の懸案・課題等に関する情報共有の充実を図る。

ii 学協会支援の取り組みの推進

引き続き、日本学術会議と連携して学協会支援の取り組みを進める。

具体的には、学協会の法人化問題に関して、日本学術会議第 25 期に設置された同会議科学者委員会学

協会連携分科会が第 24 期の同分科会「提言｣（注）のフォローアップ、諸課題の整理等を取り組み課題とし

ていることをふまえて、今後、日本学術会議と連携・協力して必要な検討作業を進める。

（注）当財団学協会運営支援委員会と連携して審議を進めてきた日本学術会議科学者委員会学協会連

携分科会が、平成 31 年 2 月 14 日に「提言 学協会に係る法人制度――運用の見直し、改善等につ

いて」を発出した。



［2］財団財政の改革

① 寄付金収益拡大の取り組み

当財団事業の改革と新展開に対する理解・協力の裾野を広げ、これをふまえて、引き続き、寄付金収益の

拡大を目指す。

② 経常的な収益強化の取り組み

賛助会費収益をはじめとする経常的な収益の強化に力を入れて取り組む。

特に、日本学術会議と連携して、同会員・連携会員の賛助会員拡大に取り組む。

同時に、学協会に対しても、学協会支援事業を進めながら、賛助会員加入拡大の取り組みを進める。

以上の諸取り組みにより、賛助会費収益の強化を実現するとともに、『学術の動向』の読者層及び同誌購

読収益の拡大を図る。

2021 年度収支予算
（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：千円）

科   目 予算額 科   目 予算額
I    一般正味財産増減の部

1 経常増減の部 2 経常外増減の部
（1）事業活動収入 （1）経常外収益計 0

基本財産運用益 326 (2）経常外費用計 0
受取会費 29,150 当期経常外増減額 0
事業収益 10,274 一般正味財産期末残高 8,145
受取補助金等 1,500
受取寄付金 2,000 II    指定正味財産増減の部
雑収益 52 指定正味財産期末残高 142,347

経常収益計 43,302
（2）経常費用 III   正味財産期末残高 150,492

事業費 29,726
管理費 13,576

経常費用計 43,302
当期経常増減額 0

学術関係団体事務支援

事業

【日本農学アカデミー】

3 月 13 日（土）、オンラインに

て、シンポジウム「家族経営農家の

飽くなき挑戦と地域創生」が開催さ

れましたが、財団がその支援を行い

ました。

データベース学会名鑑
－令和 2 年度調査について

財団は、平成 23 年 7 月より、学協会の活動を発信するととも

に科学技術情報の効率的な流通を目的として、日本学術会議、

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）と連携してデータベ

ース学会名鑑の運用を行っております。掲載学会は、日本学術

会議協力学術研究団体を対象とし、毎年、日本学術会議が行う

実態調査を基にデータを更新しております。

本サイトは、学協会関係の各種施策の企画・立案等、社会の

多方面で活用されています。

現在、日本学術会議が令和 2 年度に「協力学術研究団体」を

対象に行いました実態調査の結果を掲載しております。

各学術団体の関係者の皆様におかれましては、本事業にご協

力くださいますよう、お願い申し上げます。

データベース学会名鑑 URL：https://gakkai.jst.go.jp/gakkai

③ 学協会運営支援

日本学術会議同友会、日本生命科学アカデミー、日本農学アカデミー等からの要請を受けて、運営事務の

支援を行う。

2 事業運営及び法人財政の改革

事業運営及び法人財政の改革として、令和 3 年度は、以下の諸課題に取り組む。

［1］事業運営の改革

① 「学術情報の収集調査及び情報発信・普及啓発」（公益目的事業 1）の改革

－科学及び学術に関する議論と社会発信の一層の強化

i 『学術の動向――科学と社会をつなぐ』の改革推進

同誌については、科学と社会を双方向につなぐ学術誌への改革を基本方針として誌面の刷新を続けてい

るが、令和 3 年度においても、同方針に基づき紙面改革を進める。

誌面改革に当たっては、下記ⅱ及びⅲのとおり、「科学と社会研究会」において第三カテゴリー研究の

「種」を発掘する調査研究を進めていること及び原田弘二基金事業として若手科学者による分野横断の交

流研究活動（シンポジウム、ワークショップ等）が展開されていることをふまえて、これら活動成果の社

会発信に力を入れることとする。

ii 「科学と社会研究会」による議論の推進

「科学と社会研究会」（以下、「研究会」）において、科学と社会、科学技術の研究及びその成果の社

会への適用に関する議論を引き続き行う。

特に、「第三カテゴリー研究｣（注）に関しては、第三カテゴリー研究の「種」を発掘する調査研究を引き

続き支援する。

（注）第三カテゴリー研究：既存の研究助成制度によっては支援されないが社会的に解決すべき研究

課題。

「研究会」による以上の議論の成果は、『学術の動向――科学と社会をつなぐ』に随時掲載し、同誌に

よる「科学と社会」に関する発信を強化する。

iii 異分野交流研究活動の着手と推進

劣悪な研究環境等若手科学者が置かれる閉塞状況からの脱却・転換に向けた取り組みとして、原田弘二

基金による若手科学者の分野横断交流研究活動（シンポジウム、ワークショップ等）を推進する。

「異分野交流研究活動」の成果は、『学術の動向――科学と社会をつなぐ』に随時掲載し、同誌による

「科学と社会」に関する発信を強化する。

② 学協会支援事業の充実・強化

i 連載企画「学協会の今――社会と向き合う」の充実

『学術の動向』の連載企画「学協会の今――社会と向き合う」により、引き続き、各学協会の社会に向

けた活動状況、今後の懸案・課題等に関する情報共有の充実を図る。

ii 学協会支援の取り組みの推進

引き続き、日本学術会議と連携して学協会支援の取り組みを進める。

具体的には、学協会の法人化問題に関して、日本学術会議第 25 期に設置された同会議科学者委員会学

協会連携分科会が第 24 期の同分科会「提言｣（注）のフォローアップ、諸課題の整理等を取り組み課題とし

ていることをふまえて、今後、日本学術会議と連携・協力して必要な検討作業を進める。

（注）当財団学協会運営支援委員会と連携して審議を進めてきた日本学術会議科学者委員会学協会連

携分科会が、平成 31 年 2 月 14 日に「提言 学協会に係る法人制度――運用の見直し、改善等につ

いて」を発出した。



◎ 当財団の運営、ニュースレター等に関するご意見、
ご要望がございましたら、当財団総務担当までお寄せく
ださい。

今後の参考にさせていただきます。皆様方のご意見、
ご要望をお待ちしています。

公益財団法人日本学術協力財団

〒107-0052 東京都港区赤坂 4-9-3
TEL 03-3403-9788

03-5410-0242
FAX 03-5410-1822

URL http://jssf86.org/

学術会議叢書最新号

※お申込みは FAX にて

03-5410-1822

A5 判、264 頁

1,980 円（税込・送料別）

賛助会員は割引価格

1,782 円（税込・送料無）

出版物のご案内 ※お申込みは FAX にて 03-5410-1822
品切れを除く近刊の書籍については

Amazon からもお買い求めいただけます。

日学新書
新書判 本体価格 825 円（税込･送料別）

賛助会員は割引価格 743 円（税込･送料無）

2 感覚器［視覚と聴覚］と社会とのつながり

学術会議叢書
A5 判・本体価格 1,980 円（税込･送料別）

賛助会員は割引価格 1,782 円（税込･送料無）

2 科学技術教育の国際協力ﾈｯﾄﾜｰｸの構築 22 地殻災害の軽減と学術･教育

9 医療事故は予防できるか 23 子どもの健康を育むために

12 どこまで進んだ男女共同参画 24 〈いのち〉はいかに語りうるか？

16 食の安全を求めて 25 IT・ビッグデータと薬学

17 ダーウィンの世界 26 社会脳から心を探る

18 科学を文化に 27 持続可能な社会への道

20 放射能除染の土壌科学 28 日本の食卓の将来と食料生産の

21 高レベル放射性廃棄物の 強靭化について考える

最終処分について

学術の動向
A4 判・本体価格 792 円（税･送料込）

年間購読 8,383 円（税･送料込）

賛助会員は毎号 1 冊無料配布

21 年 1 月号 特集：「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年」を多様な

視点から考える

特集：ネットワーク型の国際ガバナンスの展望と課題

2 月号 特集：地域学パースペクティブとフューチャー・デザイン

特集：人文社会科学系の Gender Equality Matters
3 月号 特集：原発事故被災から 10 年
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